
補助金等適正化検証シート（Ｌ－09）

１　補助金等の概要

平成23年度
交付者(団体)数

1

部名 課名

管理部 教育政策課

１交付先あたり補助額

平均的な額 最も低い額 最も高い額

補助対象経費に占める
補助金の割合(％)

90%

府 国

0% 0%

有の場合は
交付先

２　補助金等適正化の基本的視点に基づく検証

1

2

3

有効性
　・補助金額に見合う効果があるか。
　・委託や直接執行よりも補助金等
　　執行が適切であるか。

幼稚園に就園する保護者を対象とした講演会等の開催経費
に対する補助であり、幼児教育の充実を図る上での有効性
はやや高い。

公益性
　・不特定多数の利益の実現を図る
　　ものか。
　・採算性等により民間事業者では
　　実施されない事業か。

幼稚園に就園する保護者を対象とした講演会の開催経費等
に対する補助であり、幼児教育の充実を図る上での公益性
はやや高い。

公平性
　・同様の活動を行っている団体等
　　であれば、誰でも補助を受ける
　　機会が確保されているか。
　・同種同規模の活動団体間で、補
　　助額が公平か。

私立幼稚園を取りまとめる団体は当該団体のみであるが、
他業種でも同様の活動を行っている団体等が存在する中
で、当該団体のみを補助対象としており、公平性は低い。

他団体への支出

基本的視点 説　　明

財源内訳（％）
市

団体の管理的
経費への補助100%

補助額の算定方法
(対象経費に対して)

算定方法

376,000円を毎年定額で補助している。

根拠規定等 茨木市教育関係団体補助

平成23年度
補助実績（円）

総額 各交付先ごとに補助額が異なる場合

376,000 376,000

予算事業名 茨木市私立幼稚園連合会補助金

細節
施策

総合計画
施策体系

個性かがやく「文化創造都市」の実現
豊かな心を育む教育の推進
幼児教育の充実

章

担当部課名
所属コード

補助開始年度 昭和50年度
210011

補助事業の
内容・目的

行政との協働及び会員相互の意見交換を目的とした会議の開催や保護者を対象とした講演会を開催
することで幼児教育の充実を図る。

補助対象経費 保護者を対象とした講演会（家庭と幼稚園をつなぐ講演会）の開催費

交付の相手先の要件 茨木私立幼稚園連合会

補助金等名称 茨木私立幼稚園連合会補助金

交付先の分類

交付の相手先 茨木市私立幼稚園連合会

不特定の個人・団体 特定種類の団体↓ 公募(一定数の団体を選考)

全　額
定　額

一定割合
その他

無 有　→

無 有

非常に高い

やや高い

やや低い

非常に高い

やや高い

やや低い

非常に高い

やや高い

やや低い
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３　補助金等交付基準に基づく検証

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

４　今後の方向性

2 －

５　補助金等見直し検討部会の検証

次回の見直し年度

補助団体から別の団体へ再補助してい
ない

団体の事務局は団体自らが行っている

1

  (提案公募型補助制度の活用等)

見直し内容

公募制を導入している 私立幼稚園を取りまとめる団体は当該団体のみである。

説　明

全庁的な補助金の見直しに合わせて平成26年度を目処に廃止する。

団体の運営費に対して補助をしていな
い

補助事業に直接関係しない視察・研修
旅費等を補助対象経費としていない

委託や直接執行等ではなく補助金とし
ての支出が適している

国・大阪府の補助制度の場合、上乗せ
補助はしていない

交付先の要件は明確であるとともに、
補助対象は偏っていない

私立幼稚園を取りまとめる団体は当該団体のみであるが、
他業種でも同様の活動を行っている団体等が存在する中
で、当該団体のみを補助対象としており、公平性は低い。

補助額の算定基準が明確である
補助要綱に補助額は規定されておらず、毎年度、定額の補
助を行っている。

補助額は、補助対象経費の１／２以内
である

幼児教育の充実を図る上で積極的に推進していく事業であ
ることから、１／２を超えて補助を行っている。

基本的視点 理由と今後の対応（「いいえ」の場合のみ）

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

　①現行どおり継続

　②見直して継続　　　→

　③廃　止
補助額（率） 補助対象(交付先) 補助対象経費

委託等へ移行 その他
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補助金等適正化検証補助シート（団体情報）

補助金等名称

団体名

設立目的

活動内容

設立年月 昭和 44 年 10 月 80,000 円／人・団体

人（うち市民 人）

団体の集合体の場合→ 13 団体

補助対象経費 415,508

　(うち管理的経費) 0

　(管理的経費のうち
　 人件費) 0

補助対象外経費 0

補助事業経費　計 415,508

3,167,120

3,582,628

0

当該補助事業*以外の経費

収入に占める
市補助の割合

10.5% 収支（次年度繰越金）

前年度繰越金 66,528

収入合計 3,582,628 支出合計

その他補助金 0

その他の収入 2,100,100

事業収入 0

国・府補助金 0

会費（年額）

会員(団体)数

決算状況

(平成23年度)

(単位：円)

決算状況は、団体の全体収支を記載してください。ただし、社会福祉法
人・株式会社等、当該補助事業以外が主たる事業である団体は、当該補助
事業分のみの決算状況を記載してください。

市補助金 376,000

当
該
補
助
事
業
経
費

会費収入 1,040,000

茨木私立幼稚園連合会補助金

茨木市私立幼稚園連合会

幼児教育の充実強化と活性化を図るとともに、地域社会の幼児期の教育環
境作りの担い手として、学校教育振興の発展に寄与する。

茨木市の教育行政と協調及び会員相互の意見交換をするため年間数回の会
議を開催し、幼児教育発展のため講師を招いて「家庭と幼稚園をつなぐ講
演会」を実施している。
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補助金等適正化検証補助シート（他市状況）

【茨木私立幼稚園連合会補助金】

項目 豊　中　市 池　田　市

同等補助金 1 1

補助金名 豊中市私立幼稚園振興助成金（連合会助成） 私立幼稚園連盟補助金

補助額(※) 17,392,962 360,000

事業内容 豊中市私立幼稚園連合会の事業に対する助成 池田市私立幼稚園連盟の事業に対する助成

補助対象 豊中市私立幼稚園振興財団 池田市私立幼稚園連盟

その他
特記事項

項目 吹　田　市 高　槻　市

同等補助金 2 2

補助金名

補助額(※)

事業内容

補助対象

その他
特記事項

項目 箕　面　市 摂　津　市

同等補助金 1 2

補助金名 私立幼稚園連盟補助金

補助額(※) 270,000

事業内容 箕面市私立幼稚園連盟の研修事業等に補助

補助対象 箕面市私立幼稚園連盟

その他
特記事項

※ １件あたりの補助額（単位：円）

　有 　無 　有 　無

　有 　無　有 　無

　有 　無 　有 　無
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補助金等適正化検証シート（Ｌ－10）

１　補助金等の概要

平成23年度
交付者(団体)数

1

部名 課名

こども育成部 保育課

１交付先あたり補助額

平均的な額 最も低い額 最も高い額

補助対象経費に占める
補助金の割合(％)

16%

府 国

0% 0%

有の場合は
交付先

２　補助金等適正化の基本的視点に基づく検証

1

2

3

補助対象経費 円滑な保育運営を図るための連絡会及び保育士の研修会に要する経費。

補助金等名称 茨木市私立保育所等運営補助金（茨木市私立保育園連盟）

交付先の分類

交付の相手先 茨木市私立保育園連盟

交付の相手先の要件 私立保育園連盟

補助事業の
内容・目的

連絡会や研修会を開催することで、15法人31ヶ所の保育園が協力し、よりよい保育サービスを提供
することができるよう支援する。

総合計画
施策体系

こころすこやか「福祉充実都市」の実現
ともに支え合う地域社会の形成
子育て環境の整備

章

担当部課名
所属コード

補助開始年度 昭和58年度
065030

平成23年度
補助実績（円）

総額 各交付先ごとに補助額が異なる場合

376,000 376,000

予算事業名 私立保育所運営補助事業

根拠規定等 茨木市私立保育所等運営補助要綱

基本的視点 説　　明

補助額の算定方法
(対象経費に対して)

算定方法

年間限度額376,000円

財源内訳（％）
市

団体の管理的
経費への補助100%

他団体への支出

公益性
　・不特定多数の利益の実現を図る
　　ものか。
　・採算性等により民間事業者では
　　実施されない事業か。

研修会等により私立保育園の専門性を高めることで、保育
内容の更なる充実を図るものであり公益性は高い。

公平性
　・同様の活動を行っている団体等
　　であれば、誰でも補助を受ける
　　機会が確保されているか。
　・同種同規模の活動団体間で、補
　　助額が公平か。

私立保育園を取りまとめる団体は当該団体のみであるが、
他業種でも同様の活動を行っている団体等が存在する中
で、当該団体のみを補助対象としており、公平性は低い。

有効性
　・補助金額に見合う効果があるか。
　・委託や直接執行よりも補助金等
　　執行が適切であるか。

各保育園が協力し、連絡会や研修会を開催することで、よ
りよい保育サービスを提供する一助となっており、有効性
は高い。

細節
施策

不特定の個人・団体 特定種類の団体↓ 公募(一定数の団体を選考)

全　額
定　額

一定割合
その他

無 有　→

無 有

非常に高い

やや高い

やや低い

非常に高い

やや高い

やや低い

非常に高い

やや高い

やや低い
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３　補助金等交付基準に基づく検証

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

４　今後の方向性

2 －

５　補助金等見直し検討部会の検証

補助額は、補助対象経費の１／２以内
である

基本的視点 理由と今後の対応（「いいえ」の場合のみ）

補助額の算定基準が明確である
補助要綱に補助額は規定されておらず、毎年度、定額の補
助を行っている。

委託や直接執行等ではなく補助金とし
ての支出が適している

国・大阪府の補助制度の場合、上乗せ
補助はしていない

交付先の要件は明確であるとともに、
補助対象は偏っていない

私立保育園を取りまとめる団体は当該団体のみであるが、
他業種でも同様の活動を行っている団体等が存在する中
で、当該団体のみを補助対象としており、公平性は低い。

公募制を導入している 私立保育園を取りまとめる団体は当該団体のみである。

団体の運営費に対して補助をしていな
い

補助事業に直接関係しない視察・研修
旅費等を補助対象経費としていない

見直し内容

説　明

全庁的な補助金の見直しに合わせて平成26年度を目処に廃止する。

次回の見直し年度

補助団体から別の団体へ再補助してい
ない

団体の事務局は団体自らが行っている

1

  (提案公募型補助制度の活用等)

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

　①現行どおり継続

　②見直して継続　　　→

　③廃　止
補助額（率） 補助対象(交付先) 補助対象経費

委託等へ移行 その他
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補助金等適正化検証補助シート（団体情報）

補助金等名称

団体名

設立目的

活動内容

設立年月 昭和 28 年 4 月 35,000 円／人・団体

人（うち市民 人）

団体の集合体の場合→ 29 団体

補助対象経費 5,977,495

　(うち管理的経費)

　(管理的経費のうち
　 人件費)

補助対象外経費 137,131

補助事業経費　計 6,114,626

6,114,626

492,247

会費（年額）

会員(団体)数

茨木市私立保育所等運営補助金（茨木市私立保育園連盟）

茨木市私立保育園連盟

会員相互の親睦をはかるとともに、市との調整をはかりながら児童の福
祉、特に各施設に在園する乳幼児の健全な発達と茨木市の発展に寄与す
る。

施設運営管理に必要な研究会、保育に関する連絡会、市との連絡会など

当該補助事業*以外の経費

決算状況

(平成23年度)

(単位：円)

決算状況は、団体の全体収支を記載してください。ただし、社会福祉法
人・株式会社等、当該補助事業以外が主たる事業である団体は、当該補助
事業分のみの決算状況を記載してください。

市補助金 376,000

当
該
補
助
事
業
経
費

会費収入 1,005,000

事業収入 4,385,700

その他補助金

その他の収入 336

国・府補助金

収入に占める
市補助の割合

5.7% 収支（次年度繰越金）

前年度繰越金 839,837

収入合計 6,606,873 支出合計
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補助金等適正化検証補助シート（他市状況）

【茨木市私立保育所等運営補助金（茨木市私立保育園連盟）】

項目 豊　中　市 池　田　市

同等補助金 2 2

補助金名

補助額(※)

事業内容

補助対象

その他
特記事項

項目 吹　田　市 高　槻　市

同等補助金 2 2

補助金名

補助額(※)

事業内容

補助対象

その他
特記事項

項目 箕　面　市 摂　津　市

同等補助金 2 2

補助金名

補助額(※)

事業内容

補助対象

その他
特記事項

※ １件あたりの補助額（単位：円）

　有 　無 　有 　無

　有 　無　有 　無

　有 　無 　有 　無
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補助金等適正化検証シート（Ｌ－11）

１　補助金等の概要

平成23年度
交付者(団体)数

1

部名 課名

学校教育部 学校教育推進課

１交付先あたり補助額

平均的な額 最も低い額 最も高い額

補助対象経費に占める
補助金の割合(％)

95%

府 国

0% 0%

有の場合は
交付先

２　補助金等適正化の基本的視点に基づく検証

1

2

3

有効性
　・補助金額に見合う効果があるか。
　・委託や直接執行よりも補助金等
　　執行が適切であるか。

・児童の情操教育において有効性が高い。
・観劇等の文化行事は学校が主体的に選定できるものであ
り、補助金執行がなじむ。

公益性
　・不特定多数の利益の実現を図る
　　ものか。
　・採算性等により民間事業者では
　　実施されない事業か。

山地部の学校で、観劇等の行事を実施する場合に、保護者の費用
負担の軽減のため実施しているものであり、公教育において児童
の成長に寄与することは、市民全体の利益につながるものといえ
る。また、本補助は公立の学校教育の充実を図るものであり、民
間事業者では実施されないものである。

公平性
　・同様の活動を行っている団体等
　　であれば、誰でも補助を受ける
　　機会が確保されているか。
　・同種同規模の活動団体間で、補
　　助額が公平か。

児童数が極端に少ない山地部の保護者の負担額と、市街地の保護
者の負担額の差を埋める補助であり、公平性は高い。しかし、市
街地でも山地部ほどではないが児童数が少ない学校もある中で、
山地部の２校に限定していることは、改正する必要がある。

他団体への支出

基本的視点 説　　明

財源内訳（％）
市

団体の管理的
経費への補助100%

補助額の算定方法
(対象経費に対して)

算定方法

定額

根拠規定等 茨木市教育関係団体補助要綱

平成23年度
補助実績（円）

総額 各交付先ごとに補助額が異なる場合

400,000 400,000

予算事業名 茨木市山地部校文化行事振興会補助金

細節
施策

総合計画
施策体系

個性かがやく「文化創造都市」の実現
豊かな心を育む教育の推進
学校教育の充実

章

担当部課名
所属コード

補助開始年度 昭和62年度
218011

補助事業の
内容・目的

小学校における文化行事は保護者負担により実施されているが、児童数が極端に少ない山地部の２
校では保護者の費用負担が相対的に大きくなるため、その軽減を図ることを目的とする。

補助対象経費 演劇鑑賞、音楽鑑賞、映画鑑賞など学校教育にふさわしい文化行事の経費。

交付の相手先の要件 茨木市山地部校文化行事振興会

補助金等名称 茨木市山地部校文化行事振興会補助金

交付先の分類

交付の相手先 茨木市山地部校文化行事振興会

不特定の個人・団体 特定種類の団体↓ 公募(一定数の団体を選考)

全　額
定　額

一定割合
その他

無 有　→

無 有

非常に高い

やや高い

やや低い

非常に高い

やや高い

やや低い

非常に高い

やや高い

やや低い
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３　補助金等交付基準に基づく検証

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

４　今後の方向性

2 平成 ２７ 年度

５　補助金等見直し検討部会の検証

次回の見直し年度

補助団体から別の団体へ再補助してい
ない

団体の事務局は団体自らが行っている

1

  (提案公募型補助制度の活用等)

見直し内容

公募制を導入している
山地部の学校と、それ以外の市街地にある学校の児童(保
護者)の負担分の差をうめる性質のものであるから、公募
制の導入はない。

説　明

学校の児童数による保護者負担の差を埋めるための補助金であり、保護者間の公平性を確保するために今後とも継続
とするが、補助対象を山地部校のみではなく、市街地の少人数校へも拡充する。

団体の運営費に対して補助をしていな
い

補助事業に直接関係しない視察・研修
旅費等を補助対象経費としていない

委託や直接執行等ではなく補助金とし
ての支出が適している

国・大阪府の補助制度の場合、上乗せ
補助はしていない

交付先の要件は明確であるとともに、
補助対象は偏っていない

市街地でも山地部ほどではないが児童数が少ない学校もあ
る中で、山地部の２校に限定していることは改正する必要
がある。

補助額の算定基準が明確である 補助額の算定基準を明確にする。

補助額は、補助対象経費の１／２以内
である

山地部の学校と、それ以外の市街地にある学校の児童(保
護者)の負担分の差をうめる性質のものであり、教育の平
等性の観点から補助するものであるため。

基本的視点 理由と今後の対応（「いいえ」の場合のみ）

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい

いいえ　→

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

はい
いいえ　→
対象外

　①現行どおり継続

　②見直して継続　　　→

　③廃　止
補助額（率） 補助対象(交付先) 補助対象経費

委託等へ移行 その他

10



補助金等適正化検証補助シート（団体情報）

補助金等名称

団体名

設立目的

活動内容

設立年月 昭和 57 年 6 月 円／人・団体

人（うち市民 人）

団体の集合体の場合→ 団体

補助対象経費 420,500

　(うち管理的経費)

　(管理的経費のうち
　 人件費)

補助対象外経費

補助事業経費　計 420,500

420,500

1,787

当該補助事業*以外の経費

収入に占める
市補助の割合

94.7% 収支（次年度繰越金）

前年度繰越金 1,787

収入合計 422,287 支出合計

その他補助金

その他の収入 20,500

事業収入

国・府補助金

会費（年額）

会員(団体)数

122

決算状況

(平成23年度)

(単位：円)

決算状況は、団体の全体収支を記載してください。ただし、社会福祉法
人・株式会社等、当該補助事業以外が主たる事業である団体は、当該補助
事業分のみの決算状況を記載してください。

市補助金 400,000

当
該
補
助
事
業
経
費

会費収入

茨木市山地部校文化行事振興会補助金

茨木市山地部校文化行事振興会

茨木市山地部校の文化行事の振興を図る。

学校内において、音楽鑑賞、映画鑑賞、演劇鑑賞、芸能鑑賞等の文化行事
を行う。
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補助金等適正化検証補助シート（他市状況）

【茨木市山地部校文化行事振興会補助金】

項目 豊　中　市 　池　田　市

同等補助金 2 2

補助金名

補助額(※)

事業内容

補助対象

その他
特記事項

項目 吹　田　市 高　槻　市

同等補助金 2 2

補助金名 なし

補助額(※)

事業内容

補助対象

その他
特記事項

項目 箕　面　市 摂　津　市

同等補助金 2 2

補助金名

補助額(※)

事業内容

補助対象

その他
特記事項

※ １件あたりの補助額（単位：円）

　有 　無 　有 　無

　有 　無　有 　無

　有 　無 　有 　無
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